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現行制度下での小中一貫校 義務教育学校　（平成28年4月1日施行）

修業年限 ・小学校６年 ・９年

・中学校３年
（ただし，小学校・中学校の学習指導要領を準用するため，前半6年と後半3年の課

程の区分は確保）

設置義務
・小学校，中学校ともに市町村に設置義務

・設置義務はないが，小学校・中学校の設置に代えて設置した場合には，設
置義務の履行と同等

教育課程 ・小学校，中学校それぞれの教育目標の設定，教育課程の編成 ・９年間の教育目標の設定，９年間の系統性を確保した教育課程の編成

・一貫教育の実施に必要な教育課程の特例を個別に申請し，文部科学大臣
の指定が必要

・小，中の学習指導要領を準用した上で，一貫教育の実施に必要な教育課
程の特例を創設し，個別の申請，大臣の指定は不要

（教育課程特例校） （例：一貫教育の軸となる新教科創設，指導事項の学校・学校段階間の入れ替え・

移行）

組織 ・小学校，中学校それぞれに校長（計２人） ・１人の校長

（小学校，中学校を1人の校長が兼務することも可能） （ただし，統括担当の副校長又は教頭を1人配置）

・小学校，中学校別々の教職員組織 ・一つの教職員組織

（教職員定数は，小学校の定数と中学校の定数の合計数と同じ）

免許 ・教員は所属する学校の免許状を保有すれば十分 ・教員は原則小・中両免許状を併有

（当面は小学校免許状で小学校課程，中学校免許状で中学校課程を指導可能とし

つつ，免許状の併有を促進）

施設
・国庫負担の対象は，小学校同士の統合，中学校同士の統合のみ

・国庫負担の対象として，小学校と中学校を統合して義務教育学校を設置す
る場合も追加

その他 ・学校評価は，小学校・中学校それぞれで実施 ・学校評価は，義務教育学校として実施

・学校運営協議会は，小学校・中学校それぞれに設置 ・学校運営協議会は，義務教育学校として一つ設置

・学校いじめ防止基本方針は，小学校・中学校それぞれで策定 ・学校いじめ防止基本方針は，義務教育学校として策定

現行制度と義務教育学校の比較
第4回 玉里地区小中一貫教育学校

建設準備委員会資料（H28.2.25）
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前期６年・後期３年の区切りと４－３－２などの関係

2

　教育課程特例②：前期・後期課程間の指導内容の移行（※）
　　（例）小学校高学年からのアルファベット指導（英語）や負の数・代数の指導（数学）など
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小学校学習指導要領を準用 中学校学習指導要領を準用

特例教科：ふるさと科

一部教科担任制

５０分授業、

小・中教員によるＴＴ

予習を前提とした授業

部活、定期考査

制服、生徒会活動

小・中合同行事

区切りを意識させる行事

（１／２成人式等）

区切りを意識させる行事

（立志式等）

重点的な進路指導
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特例の前提条件（イメージ）：

① 教育基本法及び学校教育法に規定する小学校及び中学校の教育の目標に関する規定等に照らして適切であること

② 学習指導要領の内容項目が９年間を通じて網羅され、学習内容の系統性・連続性が確保されていること

③ 児童生徒の過重負担への配慮や転出入児童生徒の教育に支障が生じないような適切な配慮がなされていること

④ 学習指導要領の内容事項を指導するために必要になる標準的な総授業時数が確保されていること

⑤ 各教科等の目標がおおむね達成されていること

教育課程特例①：小中一貫教育の軸となる独自教科の設定（ふるさと科、英語科など） （※）

特例教科：英語科










